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Ⅰ 調査について 

１ 調査の目的 

人権問題に関する市民の意識を把握し、啓発事業等の人権施策の一層効果的な推進を図るとともに、

今後本市が取り組むべき人権行政のあり方を検討する上での基礎資料を得るために実施した。 

 

２ 調査の概要 

① 調査地域 

福岡市全域 

② 調査対象者 

福岡市内に居住する満 18歳以上の市民 3,000人 

③ 調査対象者の抽出方法 

住民基本台帳から無作為抽出 

④ 調査方法 

郵送法（郵便による調査票配布、郵送・WEB併用回収） 

⑤ 調査期間 

令和７年 10月６日（月）～令和７年 11月４日（火） 
 

実施にあたっては、調査票に返信用封筒を同封して、令和７年 10月６日（月）に調査対象者 

あてに郵送し、回答の期限を 10 月 22 日（水）とした。その後、10 月 20 日（月）に、調査対象者

全員に対して、礼状兼督促状を郵送し協力を求め、回答期限を 11月４日（火）まで延長し、令和７

年 11月５日（水）までに回収された有効調査票について集計作業を行った。 

⑥ 調査実施機関 

株式会社 東京商工リサーチ 

⑦ 調査結果の分析 

総括執筆・監修  

公益財団法人 福岡アジア都市研究所 

主任研究員 情報戦略室長  畠山 尚久 
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女性

57.1%

男性

39.8%

回答しない

1.5%

無回答

1.5%

全体(N=1,187)

区　分 標本数
到達

標本数
不到達
標本数

回収
調査票数

無効
調査票数

有効
調査票数

標本数に
対する
回収率

到達標本数に

対する

回収率

今回（令和７年度） 3,000 2,979 21 1,189 2 1,187 39.6% 39.8%

令和４年度 3,000 2,977 23 1,306 3 1,303 43.4% 43.8%

平成29年度 3,000 2,975 25 1,147 11 1,136 37.9% 38.2%

平成24年度 3,000 2,971 29 1,352 1 1,351 45.0% 45.5%

平成19年度 3,500 3,453 47 1,864 1 1,863 53.2% 54.0%

平成14年度 3,000 2,941 59 1,366 39 1,327 44.2% 45.1%

平成７年度 2,000 1,972 28 1,315 30 1,285 64.3% 65.2%

平成元年度 2,240 2,142 98 1,140 70 1,070 47.8% 50.0%

（注1）令和４年度　：令和４年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」

（注2）平成29年度　：平成29年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」

（注3）平成24年度　：平成24年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」

（注4）平成19年度　：平成19年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」

（注5）平成14年度　：平成14年度福岡市「人権・同和問題に関する市民意識調査」

（注6）平成７年度　：平成７年度福岡市「同和問題に関する市民意識調査」

（注7）平成元年度　：平成元年度福岡県「同和問題意識調査」福岡市分

３ 回収状況 

3,000標本に対して、調査票を送付し、令和７年 11月５日までに返送されてきた調査票は 1,189件

であり、無効調査票が２件あったため、集計・分析の対象とした有効調査票は 1,187件となり、回収

率は 39.6％であった。なお、標本として抽出された調査対象者に到達しないで返送されてきた調査票

が 21件あったため、調査票が到達したと考えられる 2,979標本に対する回収率は 39.8％であった。 

過去の調査における回収率は、下表のとおり。 

 

図表 回収状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 標本の構成 （問１ 性別、年代、職業、福岡市内での居住年数、居住区） 

 

〈性 別〉 〈年代別〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

18～29歳

11.5%

30～39歳

12.2%

40～49歳

14.9%

50～59歳

17.3%

60～69歳

17.2%

70～79歳

16.8%

80歳以上

9.0%

無回答

1.2%

全体(N=1,187)
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会社等役員・

経営者

2.9%
会社員・公務員・団

体職員（管理職）

9.7%

会社員・公務員

・団体職員

（一般社員、

職員）
23.2%

契約社員・派遣社員・

嘱託、           

20.0%

自営業・

家族従事者

5.5%

家事専業

12.2%

学生

3.6%

無職

20.3%

その他

1.5%

無回答

1.2%

全体(N=1,187)

３年未満

7.2%

３～５年未満

4.0%

５～10年未満

8.3%

10～20年未満

14.6%

20～30年未満

16.8%

30年以上

47.9%

無回答

1.2%

全体(N=1,187)

東区

20.1%

博多区

15.6%

中央区

10.8%
南区

16.9%

城南区

8.2%

早良区

13.2%

西区

13.8%

無回答

1.3%

全体(N=1,187)

〈職業等別〉   〈居住年数別〉 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〈居住区別〉 
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５ 調査結果利用上の留意点 

（１） 単数回答の集計については、設問ごとに無回答の項目を設けて、これを含めた全体の基数

（標本数）を 100％としている。なお、回答率は小数点以下第２位を四捨五入しているため、

数表、図表に示す回答率の合計は必ずしも 100％にならない場合がある。

（２） ２つ以上の回答を要する（複数回答）質問の集計については、項目別に、基数（標本数）に

対するその項目を選んだ回答者の割合としている。従って、数表、図表に示す各項目の回答率

の合計は 100％を超える場合がある。

（３） 数表、図表、文中に示すＮ、ｎは、回答率算出上の基数（標本数）である。

Ｎ＝標本全数

ｎ＝該当数（その質問を回答しなくてよい人を除いた数）

（４） 数表、図表に示す選択肢はスペースの関係で文言を短縮して表記している場合があるので、詳

細は巻末の調査票を参照のこと。

（５） 文中の選択肢の表記は「 」で行い、選択肢のうち、２つ以上のものを合計して表す場合は

『 』としている。

（６） ２つ以上の選択肢を合計して表している比率については、各選択肢の基数（標本数）の合計を

もとに算出しているため、選択肢個々の回答率の合計とは、必ずしも同じにならない場合があ

る。

（７） 数表、図表、文中の年度表記は、次のことを示している。

平成元年度 平成元年度福岡県「同和問題意識調査」福岡市分 

平成７年度 平成７年度福岡市「同和問題に関する市民意識調査」 

平成 14年度 平成 14年度福岡市「人権・同和問題に関する市民意識調査」 

平成 19年度 平成 19年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」 

平成 24年度 平成 24年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」 

平成 29年度 平成 29年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」 

令和４年度 令和４年度福岡市「人権問題に関する市民意識調査」 




